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研究成果の概要（和文）： 

 

本研究では、先進国の温室効果ガス排出削減の数値目標を求めた京都議定書目標（1990年比で温

室効果ガス排出量を2008-2012年の5年間平均に対して6％削減）の遵守という目的で日本政府が

行っている、1）温暖化対策の国内施策としての省エネなどに対する補助金政策、2）温暖化対策

の国外施策としての京都メカニズム活用政策、の二つに関して、コスト効果性（単位温室効果ガ

ス排出削減量あたりの排出削減コスト）を中心にした経済性評価を行った。これによって、現在

の日本政府施策の経済合理性を明らかにすると同時に、将来あるべき日本政府の具体的な温暖化

政策（国内と国外の両方）について提言した。 

 

 
研究成果の概要（英文）： 
 

“Japan voluntary emission trading scheme (JVETS)”, “Credit trading scheme between the 

large companies and the small/medium companies”, “Kyoto mechanism credit acquisition 

program (KMCAP)” “Experimental Nationally-Integrated Market for Emissions Trading” 

and “Offset Credit Scheme (J-VER)” were evaluated and compared from the view points 

of policy formulation process, allocation method, cost-efficiency and impacts on the 

achievement of the target defined in the Kyoto Protocol.  As a result, it can be said 

that: 1) robust infrastructure for the emission trading scheme is being constructed in 

Japan, 2) the difference of the cost-efficiency between the credit acquisition from the 

overseas and that from the domestic GHG emission abatement projects may not be so large, 

3) system design of the domestic mitigation scheme will have a big impact on the 

achievement of the Kyoto target both for the large companies in Japan and for Japan as 

a whole, and 4) considering the co-benefits, mitigation measures utilizing such as 

domestic emission trading scheme should be supported for further development.  
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研究分野：環境科学 

科研費の分科・細目：環境学 
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１．研究開始当初の背景 

国内における温室効果ガス排出削減実施

のインセンティブ賦与策としては, 1）政府

が企業などに対して排出量総量上限（キャッ

プ）をかける, 2）政府が補助金や市場で売

買可能なクレジットを企業に賦与する, な

どがある. 例えば, 米オレゴン州では, 電

力会社の温室効果ガス排出にキャップがか

かっており, 目標未達の場合は, 第三者機

関によって認証された温室効果ガス排出削

減プロジェクトからのカーボン・クレジット

などで相殺（オフセット）することが義務づ

けられている. また, 欧州でも, 欧州連合

排出量取引制度（EUETS）によるキャップが

かかっていない業種や企業による温室効果

ガス排出削減プロジェクトからのクレジッ

ト活用について議論されている. 同時に, EU

各国は, 費用効率性に対する考慮から, オ

ランダ政府を筆頭に, 政府自らが海外から

の京都クレジットを取得する政策も進めて

いる.  

一方, 日本においても, 2000 年頃から何

人かの研究者が国内企業へのキャップ導入

と同時に, あるいは独立した形で, このよ

うな「国内共同実施（JI）」あるいは「国内

クリーン開発メカニズム（CDM）」, すなわち

国内での温室効果ガス排出削減プロジェク

トへのクレジット賦与策導入提案をそれぞ

れ独自に行っていた. しかし, 具体的な政

策として実現することはなく, 日本政府に

よる海外からの京都クレジット取得に関し

ても,研究者からは多くの提案があったもの

の真剣に検討されることはなかった.  

 その後, 2005 年から欧州において EUETS が

始まり, 米国でも, 東部の州やカリフォル

ニア州などの地方レベルでの排出量取引制

度の導入あるいは計画策定が活発化するよ

うになった. また, 京都議定書で規定され

た CDM などの制度構築も着実に進んでおり, 

実際に国連にプロジェクトが登録されて排

出削減量がクレジットとして発行され始め

た.  

 このような状況の中, 2005年頃から日本に

おいても, 京都議定書目標未達の懸念もあ

って, 環境省や経済産業省がカーボン・クレ

ジットの活用策を打ち出すようになった. 

その中でも, 注目されるのが, 国内での排

出量取引制度と海外からのクレジット取得

策であり, すでに国内でのクレジット取引

や政府による京都クレジットの買い取りが

行われている.  

  



２．研究の目的 

本研究では, カーボン・クレジット活用を

目的にした実施中あるいは計画中の制度と

して, 環境省による自主参加型国内排出量

取引制度, 経済産業省による中小企業と大

企業とのクレジット取引を目的とした制度, 

政府による京都メカニズムクレジット取得

制度などをとりあげ, 政策形成プロセス, 

割当・取引方法, クレジット認証の厳格性, 

効果, 費用効率性, 京都目標達成計画との

関係, 諸外国制度との相違などの観点から

比較評価を行い, それぞれが持つ課題を明

らかにする. 同時に, 義務型排出量取引制

度導入の可能性や東京都のイニシアティブ

などを考慮しながら, 日本におけるカーボ

ン・クレジット活用策の現状と課題について

総合的に議論する. 

 
３．研究の方法 

本研究では, 対象とする制度を以下の四

つとする.  

 

 No.1：環境省自主参加型国内排出量取引

制度（以下では環境省 JVETS: 

Japan Voluntary Emission Trading   

Scheme と呼ぶ） 

 No.2：経済産業省中小企業対象 CO2 削減

量認証・補助事業（以下では経済

産業省 old と呼ぶ） 

 No.3：経済産業省中小企業クレジット取

引制度（以下では経済産業省 new

と呼ぶ. 内容は2007年9月時点で

経済産業省主催の「中小企業 CO2

排出削減検討会」において議論さ

れている制度案に基づく） 

 No.4：環境省/経済産業省/NEDO による京

都メカニズムクレジット取得事業

（ 以 下 で は KMCAP: Kyoto   

Mechanism Credit Acquisition 

Program と呼ぶ） 

  

 これらの制度に対して, 文献調査および

官庁の担当者などへのインタビュー調査に

よって以下の点を明らかにし, 相互に比較

しながら課題などを考察した.  

 

a. 制度設計に関する政策形成プロセス 

・排出量取引制度をとりまく社会環境の変

化 

・各ステークホルダーの取り組みとインセ

ンティブ 

 

b. 制度設計の内容 

・排出量割当・取引方法 

・補助金および罰則の有無 

・クレジット認証の厳格性（追加性基準お

よび検証方法・検証費用） 

・ガバナンス体制 

 

c. 参加企業および実施プロジェクトの内

容 

・参加企業数 

・参加企業の業種 

・温室効果ガス排出削減プロジェクトの内

容（種類） 

 

d. 費用効率性 

・政府予算額 

・排出削減量 

・単位排出削減量あたりの費用 

・クレジット取引価格 

・副次的効果（省エネ効果, 大気汚染対策, 

雇用創出など） 

 
４．研究成果 

ここでは、研究成果の中でも、政府予算

額、排出削減量、費用効率性、副次的便益、

各制度比較まとめ、今後の課題と展望など

について簡述する。 

 

(1）政府予算額 

予算は, すべてエネルギー関連特別会計



からの支出である. 予算額は環境省 JVETS

も KMCAP も, 同程度あるいは多少の増大傾

向にある. 一方, 経済産業省 new は, 経済

産業省oldに比較して約10倍の予算となっ

ている.   

 

(2）削減量 

 環境省 JVETS も経済産業省 old も排出削

減量自体は, 全体でも一件平均でも, 平均

的な CDM プロジェクトに比べると小さい. 

これは, 企業が中小企業であることや CO2

削減事業が主であることが理由として考え

られる. ただし, JVETS の場合, 基準年度

からの削減割合（2005 年度の場合は基準年

から 20％）は, EUETS などでの平均的な削

減割合よりも大きい企業もあり, これらの

参加企業は, 比較的大きな削減目標量を受

け入れたと言える. 一方, CDM クレジット

を購入する KMCAP の場合は, 政府が立てた

調達目標には満たない取得量であった. こ

れは, 財務省への予算要求時に想定した価

格よりも高い価格で購入したことが理由の

一つだと推測される.  

 

(3）費用効率性 

環境省JVETSの場合, 企業の自己負担分

も考慮した費用効率性は概ね 3000 円〜

6000 円/ t-CO2 であった. 一方, 経済産業

省oldの場合, 環境省JVETSの場合と同じよ

うに計算すると, 費用効率性は概ね 6000

円〜12000 円/ t-CO2 であった. 環境省

JVETSの費用効率性の方が高い理由の一つ

は, 環境省JVETSの場合, 採択の条件とし

て費用効率性の高さが挙げられているため, 

事業者が, 補助金の対象となる排出削減プ

ロジェクトによらない削減分も加えること

によって削減量を高めに申請したことが考

えられる1. いずれにしろ, これらは, 現

                                                  

                                                                     

1 他の削減分というのは, 補助金を貰わないプロ

ジェクトなどによるものである. 環境省は, 2005
年度参加者の場合だけ, 補助金賦与対象となった

在（2007 年 9 月）におけるCDMクレジット

（CER）の価格などと比べると高めと言える. 

一方, 取引価格は, 限られた事例ではある

ものの, 2007 年 8 月時点で市場に出回って

いたリスクの小さいCER価格よりは安価だ

ったと言える2. KMCAPの場合, それぞれの

クレジットが持つリスクの大きさは不明で

あることと, アジア各国でのCDM関連のキ

ャパシティ・ビルディングに日本政府が資

金提供していることなどを考慮すると,  

1911 円/ t-CO2 というのが市場価格よりも

高く買ったのか, 安く買ったのかは判断し

にくい. いずれにしろ, 前述のように, 当

初の想定価格よりは高い価格で買っている

可能性は高い.  

 

 (4）副次的効果 

海外から京都クレジットを取得すること

のデメリットは, 国内における副次的効果

が少ないことである. 例えば, 日本国内で

の省エネプロジェクトの場合, 投資回収が

終わった後には正の現金収入が発生し, 日

本企業における雇用の創出や技術の保持に

もつながる. また, 燃料転換プロジェクト

などは, 大気汚染対策効果を持つ場合もあ

る. これらの効果の定量的な議論は難しい

ものの, 例えばオランダの場合, 国内の温

暖化政策による大気汚染対策の効果が貨幣

価値化されている. この研究によると, 

（回避された）地域的な大気汚染対策費用

と酸性化対策の費用は, 1999 年から 2004

年の5年間の合計で約1億Euroであり, こ

れは温暖化対策費用の約 12.5％に相当す

る（De Bruyn et al. 2005）.  

 

 (5）各制度比較のまとめ 

 
プロジェクトのみによる排出削減費用（1298 円/ 
t-CO2）を公表している.  
2 取引価格は, CER 価格と目標未達成の場合の自

社の補助金返還必要額（＝費用効率性の額）の二

つに大きな影響を受けたと考えられる.  



 事例が限られているので一般化は難し

いものの, 以下のようにまとめることが

可能だと思われる. 第一, 日本国内にお

いて比較的安価な削減ポテンシャルは存

在する. 第二, 参加した事業者が実施す

る排出削減プロジェクトの種類は, 燃料

転換など, 昨今の原油価格上昇を反映し

たプロジェクトの割合が大きい. 第三, 

海外から買ってくる場合と, 日本国内で

排出削減プロジェクトを実施する場合と

では, 本研究で比較した制度に限って考

えれば, 国内対策の方が費用は大きいも

のの, 桁が違うような費用差は存在しな

い. 第四, 国内プロジェクトから発生す

るクレジットに関する制度設計が, 経団

連の自主目標や日本の京都議定書目標の

達成に大きく影響する. 第五, 日本にお

ける排出量取引制度のインフラは確実に

構築されつつある. 以上の 5点と, 国内で

の排出削減には副次的な効果も期待され

ることなどから, 京都クレジットの購入

は続けながらも, 国内排出量取引制度な

どをより拡充していくのは, 日本企業と

日本政府の両方にとって好ましい政策だ

と考えられる.  

 

(6）今後の課題と展望 

 最後に,クレジット需給, 削減効果と効

率（最小コストでの目標達成）, 検証体制

などのインフラ構築の 3つの側面から見た

日本におけるカーボン・クレジット活用制

度, 特に国内統合市場（JVETS を含む）, 

J-VER, そして KMCAP の関する課題と展望

および今後の研究課題について簡単に述

べる。 

 国内クレジットおよび J-VERの供給に関

しては, これまでの経済産業省 old/newで

得られた知見を考えると, 一件からのク

レジット量が小さい上, 取引コストなど

の問題から, 少なくとも制度開始の一年

目や二年目においては, それほど大きな

供給は期待できない。一方, バンキング制

度はあるものの, すでに目標を達成して

いる自主行動計画参加の産業や企業から

大量のクレジット供給がなされる可能性

もある。KMCAP に関しては, 環境投資の義

務化などが伴うロシア中東欧諸国からの

AAU クレジット, いわゆる GIS（グリーン

投資スキーム）によるクレジット購入量が, 

CER の価格や供給量も大きく影響を与える

と考えられる。より安価と考えられる GIS

をより優先的に活用するべきという声は

大きくなると予想され, 今後の日本国内

での議論や政府による交渉が大いに注目

される.  

 削減効果と効率性に関してだが, まず

効果は, 国内統合市場の場合, 基本的に

自主行動計画目標に則っているため, 現

在の自主行動計画以上の大きな削減を望

むことは難しい. 逆に, 国内クレジット

制度において非追加的クレジットおよび

ダブルカウントの発生防止策が甘い場合, 

排出増になって日本の目標達成をさらに

難しくすることも考えられる. 効率に関

しては, 近い将来に割り当て方法見直し

が予想されるため, 現在の生産量および

排出量を増やすことによって次期の割当

量を多くしようとするインセンティブ

（perverse incentive）が働く. さらに, 

国内統合市場の場合, 無償割り当てや原

単位目標許可などの現行ルールが, 有償

割り当て（オークション）かつ絶対量目標

という組み合わせの場合に比較して効率

性を落とす要因となっている.  

 検証体制などのインフラに関しては, 

国内統合市場の場合, JVETS における参加

企業は 100社未満だったのが一気に数倍に

なる可能性があるため, 検証機関がキャ

パシティ不足に陥ることが懸念される. 

また, 国内統合市場参加企業の削減目標



が原単位目標の場合, 絶対量を基本とす

る JVETSとの整合性がないため, 国際基準

に沿って策定した JVETSのインフラが十分

には使えなくなる恐れもある. さらに, 

モニタリングやレポーティングのガイド

ラインは, JVETS で構築されたものがベー

スになると思われるものの, 実質的に制

度が複数存在するため, プロジェクトデ

ベロッパーや取引参加者にとって非常に

わかりにくいものとなる可能性がある.  

 今後の研究課題としては, 個別のプロ

ジェクト・ベースだけではなく, 本稿の 1

で紹介したオランダでの研究のように, 

セクター全体あるいは一部に対する政府

施策に関わる費用として, 1）投資費用, 2）

運転費用, 3）管理費用, 4）補助金額, 5）

収入（省エネなどによるネガティブコス

ト）の 5つを考慮し, 各産業セクターでの

具体的な政府施策の費用効率性をより詳

細に分析することが考えられる. その場

合, 日本の国立環境研究所などが持つ産

業セクター毎の限界削減費用曲線との関

係などを明らかにすることによって, 日

本の削減費用や削減ポテンシャルの分析

にもつなげることができる. また, 国内

における温暖化対策の副次的効果（大気汚

染防止など）の定量的分析や, 制度論の側

面から, 環境省, 経産省, 産業界などの

アクター間の政策決定過程のより詳細な

分析や他国の排出量取引制度とのリンク

の可能性などについても興味ある研究が

可能だと思われる. 

 
５．主な発表論文等 
 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 2 件） 
 

① 明日香壽川「排出量取引と国際競争力

──EU、米国、豪州における対応」経

済 セ ミ ナ ー , 査 読 無 ， Vol.652, 

p.38-43, 2010 年, 日本評論社. 

 

② 明日香壽川「日本政府によるカーボ

ン・クレジット活用策の比較評価およ

び発展経路」『環境経済・政策研究』，

査読有，第 2 巻第 1 号, p.1-15,2009

年,岩波書店） 

 
〔学会発表〕（計 1 件） 
 

① 明日香壽川「日本政府によるカーボン・

クレジット活用策の比較評価および発展

経路」2008 年度環境経済・政策学会，2008

年 9 月 27 日，大阪大学 

 

〔図書〕（計 1 件） 
① 明日香壽川 

『地球温暖化：ほぼすべての質問に答えま

す！』2009 年，87 頁，岩波書店. 

 

〔産業財産権〕 
○出願状況（計 0 件） 
 
 
○取得状況（計 0件） 
 
 
〔その他〕 
ホームページ等 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 
 明日香 壽川（ASUKA JUSEN） 

東北大学・東北アジア研究センター・教授 

 研究者番号：90291955 
 
 
 
 


